
入 札 説 明 書 

  

大分高等技術専門校寄宿舎給食業務に係る一般競争入札については、関係法令に定めるも

ののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 公告日 

  令和８年５月２１日 

２ 競争入札に付する事項 

（１）件 名   大分高等技術専門校寄宿舎給食業務 

（２） 業務内容   大分高等技術専門校寄宿舎給食業務に関する仕様書（以下「仕様書」と 

           いう。）に記載する業務 

（３）契約期間   令和８年６月１日から令和１１年５月３１日（長期継続契約） 

（この契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定による長

期継続契約であるため、契約の締結の日の属する年度の翌年度以降において歳入歳出

予算の当該金額について減額又は削除があった場合は、当該契約は解除する。） 

（４）給食提供期間  令和８年６月１日から令和１１年５月３１日まで 

（５）履行場所   大分市大字下宗方１０３５－１ 大分高等技術専門校 

（６）入札方法    一般競争入札 

３ 契約に関する事務を担当する部署の名称 

   大分高等技術専門校 管理課 

    〒８７０－１１４１ 大分市大字下宗方１０３５－１ 

    電話 ０９７－５４２－３４１１ 

４ 契約条項を示す場所及び日時 

  大分県ホームページ及び大分県共同利用型電子入札システム（以下「電子入札システム」

という。）に令和８年５月２８日（木）までこの入札説明書を掲載することにより契約条項

を示す。 

５ 入札参加条件 

  この調達については、次に掲げる全ての要件を満たしている者に限り入札参加を認める。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。  

（２）大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加する者

に必要な資格（令和２年６月１日大分県告示第３２６号）に定める入札参加資格を取得

しているものであること。 

（３）次のいずれかに該当する者であること。 

ア 大分県内に本店を有する者 

イ この公告の日前に、上記（２）に掲げる資格の審査申請又は登録事項の変更届の手続を



経て、入札の参加及び見積り、契約の締結及び物品の納入、代金の請求及び受領並びに

これらに付帯する一切の事項の権限を大分県内の支店又は営業所等に委任した者 

（４）学校給食業務又は集団給食業務に実績を有し、確実に業務を遂行できる能力を有して

いること。 

   なお、実績は、過去２年間に２箇所以上の学校給食業務又は集団給食業務とする。 

（５）厚生労働省が作成した「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づいた調理業務を自

社において確立し、現に、これに基づき調理業務を行っていること。 

（６）従業員に対して食品の安全衛生に関する教育を計画的に実施していること。 

（７）本件に係る営業に関し、許可、認可等を必要とする場合において、これを得ている者であ

ること。 

（８）電子入札システムにより事前に入札参加申請を行い、入札参加の承認を受けた者であ

ること。 

（９）この公告の日から下記１０に掲げる開札までの間に、大分県が発注する物品等の調達、

売払い及び役務の提供に係る競争入札参加資格を有する者に対する指名停止の措置を受

けていない者であること。 

（１０）自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当しない者であること及び次に掲げる

者が、その経営に実質的に関与していない者であること。 

なお、資格要件確認のため、大分県警察本部に照会する場合がある。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員が役員となっている事業者 

エ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

オ 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約

等を締結している者 

カ 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者 

キ 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難さ

れる関係を有している者 

ク 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

６ 電子入札システム及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  （１）使用言語  日本語 

  （２）通  貨  日本国通貨 

７ 電子入札システムの利用 

本案件は、電子入札システムで行う。また、入札に係る事項は、この公告に定めるもの 

  のほか大分県電子入札運用基準（物品・役務）（以下「運用基準」という。）による 

８ 電子入札システムによる入札参加申請期間 



令和８年５月２２日（金）午前 １０時から５月２７日（水）午後５時まで 

９ 電子入札システムによる入札金額の入力期間 

入札参加を承認された日から令和８年５月２８日（木）午後５時まで 

１０ 開札日時 

 令和８年５月２９日（金）午前１０時 

１１ 入札参加を希望する者の参加資格確認申請の方法等 

  入札に参加を希望する者は、一般競争入札参加資格確認申請書（別記様式第１号以下「確

認申請書」という。）を次により提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。 

  ア 添付書類 

（ア）会社概要書（経営理念、業務内容、組織体制、従業員数等が分かる資料） 

（イ）契約実績に関する資料（契約実績調書（別記様式第２号）及び契約書の写し等） 

  （ウ）衛生管理に関する資料（衛生管理マニュアル、衛生管理体制等） 

  （エ）従業員の安全衛生教育に関する資料（安全衛生に関する研修計画等） 

  イ 確認申請書等の提出期間 

    令和８年５月２２日（金）から５月２７日（水）午後５時まで（土曜日及び日曜日を

除く。） 

  ウ 確認申請書の提出先 

    大分高等技術専門校管理課 

    〒８７０－１１４１ 大分市大字下宗方１０３５－１ 

エ 確認申請書等の提出方法 

  持参又は郵送  

    なお、郵送による場合は、書留郵便とし、提出期間内に大分高等技術専門校に必着

のこと。また、封筒に「一般競争入札参加資格確認書類在中」と朱書きすること。 

  オ 提出部数 

    各１部 

１２ 大分県契約事務規則の適用 

  入札、契約及び契約の履行等の本業務委託に係る事項については、大分県契約事務規則

（昭和３９年大分県規則第２２号）の規定を適用するので、この点を了承のうえ入札に参

加すること。 

１３ 入札保証金に関する事項 

大分県契約事務規則第２０条第３項第２号の規定により、入札保証金の全部を免除する。 

１４ 契約保証金に関する事項 

大分県契約事務規則第５条第３項第９号の規定により、契約保証金の全部を免除する。 

１５ 入札参加時の注意点 

（１） 入札には、上記５の（２）に掲げる資格の審査申請又は登録事項の変更届の手続を

経て、入札の参加、契約の締結及び業務の履行、代金の請求及び受領等並びにこれ



らに付帯する一切の事項の権限を有する者として登録を受けた者（以下「本人」と

いう。）が参加することを原則とする。 

（２） 入札金額は、消費税及び地方消費税額を除いた月額を入力すること。 

（３）落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算

した金額をもって落札価格とし、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額（月

額）を入力すること。 

１６ 入札の無効 

  大分県契約事務規則第２７条に規定する事項のほか、入札に関する条件に違反した入札

は無効とする。 

  なお、無効入札をした者は、再度入札に参加することができない場合がある。 

１７ 最低制限価格に関する事項 

設定しない 

１８ 落札者の決定の方法 

（１）有効な入札で、大分県契約事務規則第２３条の規定により作成された予定価格の範囲

内の価格で、最低の価格をもって入札を行った者を落札者とする。 

（２）落札となるべき価格の入札をした者が２人以上あるときは、電子入札システムにおい

て、電子くじにより落札者を決定する。 

（３）再度の入札をしても落札者がないとき又は落札者が契約を結ばないときは、地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第８号又は第９号の規定により随意契約を行う。 

１９ 再入札 

  開札した場合において、落札者がいないときは、地方自治法施行令第１６７条の８第４

項の規定により再入札を行う。この場合において、再入札については、金額の入力期限、

開札日時及び最低入札価格を電子入札システムにより通知する。 

２０ 契約書について 

 （１）契約書(案) 

契約書の案は、別添のとおりとする。 

 （２）契約書の作成 

落札者は、落札通知を受けた日の翌日から起算して７日以内に契約を締結しなければ

ならない（土曜日・日曜日・国民の祝日は算入しない）。 

ただし、契約担当者が特に理由があると認めた場合は、この限りではない。 

２１ その他 

（１）入札説明書に関する質問は、下記による。 

ア 質問方法 

質問は、令和８年５月２２日（金）午前９時から令和８年５月２７日（水）午後５

時までに、ｅ-ｍａｉｌにより行うこと。 



（ｅ-ｍａｉｌ a14312@pref.oita.lg.jp） 

受付期間以外の質問及び指定する方法によらない質問は、受け付けない。 

イ 回答方法 

令和８年５月２８日（木）午後５時までにＨＰに掲載することにより回答する。 

（２）入札に係る費用等 

本件入札に係る費用及び入札参加者資格の確認資料の作成及び提出にかかる費用は

提出者の負担とする。 

（３）提出された確認資料及び質問書 

   提出された確認資料及び質問書は、返却しない。 

   当該書類は、入札参加資格の確認及び入札事務以外の目的には使用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１号 

 

一般競争入札参加資格確認申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 大分県立大分高等技術専門校長        殿 

 

                    住 所 

                    商号又は名称 

                    代 表 者 氏 名            印 

 

 大分高等技術専門校寄宿舎給食業務に係る一般競争入札に参加したいので、下記のとおり添付

書類を添えて参加資格の確認を申請します。 

 なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定に該当しない者で

あること、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第１項若しくは

第２項の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７

条の規定に基づく更正手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条

の規定に基づく再生手続開始の申立てをしていない者（会社更生法の規定に基づく更正手続開始

の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、再生計画

の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。）であること、最近１年間の法

人税、消費税、法人県民税又は法人事業税を滞納していない者であること、入札説明書の入札参

加資格の要件を満たしていること、この申請書及び添付書類のすべての記載事項については事実

と相違ないことを誓約します。 

 

１ 添付書類 

（１）会社概要書（経営理念、業務内容、組織体制、従業員数等が分かる資料） 

（２）契約実績に関する資料（契約実績調書（別記様式第２号）及び契約書の写し等） 

（３）衛生管理に関する資料（衛生管理マニュアル、衛生管理体制等） 

（４）従業員の安全衛生教育に関する資料（安全衛生に関する研修計画等） 

 



別記様式第２号 

契 約 実 績 調 書 

 

企業名（             ） 

 

契約期間 

 

契約の相手方
 

（名称、所在地、電話番号）
 

 

食数 

（１回の食数及

び１日の食数） 

 

契約内容 

 

【 記入例 】 

Ｈ 27.  4. 1 

から 

Ｈ 28． 3. 31 

 

大分県立○○高等学校 

 大分市○○○○○○番地 

   電話 097-〇〇〇-〇〇〇〇 

 

１回２００食 

１日２００食 

 

 

食材発注、検食、調理、配

膳・下膳、食器洗浄、帳簿

の作成 

【 記入例 】 

Ｈ 28． 4．1 

から 

Ｈ 29． 3．31 

 

 ○○病院 

 大分市○○○○○○番地 

   電話 097-〇〇〇-〇〇〇〇 

 

１回４００食 

１日１２００食 

 

 

食材発注、検食、献立作成、

調理、配膳・下膳、調乳、

食器洗浄 

Ｈ   .   .  

から 

Ｒ   ．  .  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ   .   .  

から 

Ｒ   ．  .  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ   .   .  

から 

Ｒ   ．  .  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ   .   .  

から 

Ｒ   ．  .  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ   .   .  

から 

Ｒ   ．  .  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意事項） 

  契約書の写し（契約内容が確認できる書類）を添付すること。 

 

 

 


